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記 

 

１．教科書採択の公正確保の徹底について 

（１）教科用図書選定審議会の委員又は調査員等の選任について 

○ 義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律（昭和 38 年法律第 182

号。以下「無償措置法」という。）第 11 条の規定により各都道府県に置かれ

る教科用図書選定審議会（以下「選定審議会」という。）については，義務教

育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律施行令（昭和39年政令第14号。

以下「無償措置法施行令」という。）第 9 条第 2 項の規定により，教科書採択

に直接の利害関係を有する者は委員となることができないとされているが，各

教育委員会や学校等において教科書の調査研究を行う調査員等についても，教

科書採択に直接の利害関係を有する者を選任することは不適当であること。 

また，教科書採択に直接の利害関係を有しないまでも，教科書発行者から個

別に協力ないしは意見聴取の依頼を受け，著作・編集活動に一定の関与を行う

など，特定の教科書発行者と関係を有する者を，選定審議会の委員又は調査員

等として選任することは適当ではないこと。 

 

※ 「教科用図書の採択に直接の利害関係を有する者」については，「義務

教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律施行規則の一部を改正す

る省令等の公布，施行について」（平成 28 年 6 月 20 日付け 28 文科初第 432

号初等中等教育局長通知）の「第一２．留意事項」を参照すること。 

※ このほか，採択権者である教育委員会における直接の利害関係のある事

件に関する扱いについては，地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭

和 31 年法律第 162 号）第 14 条第 6 項を参照すること。 

 

○ このため，選定審議会の委員や調査員等の選任及びこれらの者が行う具体の

審議や調査研究に当たっては，各教育委員会等における関係部署とも連携し，

教科書発行者との関係について聴取又は自己申告を求めるなどした上で，特定

の教科書発行者と関係を有する者が教科書採択に関与することのないよう留

意すること。 

また，教科書発行者との関係について，一義的には，採択権者（公立学校に

おいて使用する教科書については当該学校を所管する教育委員会，国立学校，

公立大学法人が設置する学校及び私立学校において使用する教科書について

は当該学校長をいう。以下同じ。）において把握すべきものではあるが，文部

科学省から各都道府県教育委員会に対して，4 月末を目途に，平成 30 年度に

検定を経た教科書等の編著作者及び編集協力者に関する情報を取りまとめた

ものを，また，教科書協会等から各都道府県教育委員会に対しては，教師用指

導書及び教科書準拠周辺教材の執筆者に関する情報を取りまとめたものを送

付する予定であるため，必要に応じてこれらの情報も参照すること。 
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ものではないが，その際には，教科書発行者に過度な負担とならないよう，都

道府県教育委員会による開催が望ましいこと。また，不参加の教科書発行者が

発行する教科書について，不参加であることのみをもって，採択しないことと

する取扱いを行うなどにより，事実上，参加を強制することは適当ではないこ

と。 

 

※ 「教科書に関する説明会，講習会又は研修会等」とは，関連する教材の

説明等を目的としたもののほか，教科書発行者又は教科書の編著作者若しく

は編集協力者の宣伝を目的としたものを含み，2 以上の学校の教師等を対象

としたものを想定しているが，疑義がある場合には，文部科学省に問い合わ

せ願いたい。 

 

（４）検定申請本の取扱いについて 

○ 検定申請本は行政処分の対象であり，教科書発行者に対して，その内容につ

いて厳格な情報管理を求めていることから，教科書採択を勧誘するための宣伝

活動（実質的にそれと同視され得る活動を含む。）に使用することは一切認め

られていないものであり，その旨を，教科書検定制度の意義・役割とともに，

全ての学校・教師等への周知を徹底すること。 

 

○ 上述のとおり，文部科学省から各都道府県教育委員会に対して，4 月末を目

途に，平成 30 年度に検定を経た教科書等の編著作者及び編集協力者に関する

情報を取りまとめたものを，また，教科書協会等から各都道府県教育委員会に

対しては，教師用指導書及び教科書準拠周辺教材の執筆者に関する情報を取り

まとめたものを送付する予定であるが，これらの者については，検定期間中に

検定申請本若しくはその内容の一部を了知し，又は特定の教科書発行者と関係

を有するものであることから，これらの者が教科書採択に関与することのない

よう留意すること。 

 

（５）教科書発行者との関係について 

○ 質の高い教科書の実現のためには，日々の授業実践を通じて得られた教師等

の意見を反映することが必要不可欠であり，教科書の著作・編集活動の一環と

して，教科書発行者が教師等から意見を聴取することは，大きな意義を有する

ものであること。また，教師等が行う授業研究や教材研究等の効果的な実施に

当たっては，教科書発行者が有する知見を活用することも必要となると考えら

れること。特に，学習者用デジタル教科書など新たな教材の開発等に当たって

は，両者が連携して研究等を行うことが重要となると考えられること。 

 

○ 一方で，仮に教師等と教科書発行者の認識が教科書の著作・編集活動あるい

は授業研究や教材研究等の一環であったとしても，一般の国民ないしは地域住








































